課程博士学位授与に関する申し合わせC410

（平成12年７月13日研究科会議決定）
（平成25年9月13日研究科会議改正）
（令和2年2月7日研究科会議改正）



[bookmark: _GoBack]　京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科（以下「研究科」という。）における課程博士の学位授与に関しては、京都大学通則、京都大学学位規程及び研究科規程に定めるもののほか、この申し合わせに定めるところによるものとする。
　　　 （申請資格）
１　博士予備論文を提出し、合格した学生で⑴本研究科博士課程在学中の者、および⑵本研究科博士課程に所定の年限在学し、所定の単位を修得した者のうち、退学後３年以内に、かつ研究科会議の議を経て、博士論文を提出する者。
　　　 （提出書類）
２　学位授与を受けようとする者は、指導教員の承諾を得て、以下の書類を、教務掛を通じて研究科長に提出する。下記の提出部数は調査委員3名の場合であり、調査委員４名の場合及び専門委員が存在する場合には、人数に応じて（2）から（5）の提出部数を追加する。
（1）　学位論文審査願（所定様式１）　　　　 １通
（2）　学位論文
　　　 主論文　　　　　　　　　　　　　　　 １編４部　及び電子データ
　　　 参考論文（提出任意）　　             １編につき５部
（3）　論文目録（所定様式２）　　　　　　　 ５通
（4）　履歴書（所定様式３）　　　　　　　　 ６通
（5）　論文内容の要旨（所定様式４）　　　　 ４通
（6）　共著者の承諾書（学位論文の主論文の一部に公表済もしくは公表予定の共著論文が含まれる場合）
（所定様式５）　　　 　　　　　　　　 １通
    (7)    博士学位論文の公表方法について　　　 １通及び電子データ
　提出書類の細則は、別途これを定める（添付資料１）。
　　　 （言語）
３　博士論文に使用する言語は、原則として日本語又は英語とする。これ以外の言語を用いる場合は、指導教員全員の許可を得たうえで、所定の期日までに研究科長に届け出、研究科会議の承認を得なければならない。ただし、この場合、当該論文を調査できる教員が３名以上存在することを条件とする。
　　　 （審査の手順）
４　学位論文の審査の手順は、審査要項として別途これを定める（添付資料２）。
　　　 （調査委員等）
５　学位論文審査願い出に対して、研究科長は上記申請書類のうち論文目録と論文内容の要旨を専攻長会議に提出する。専攻長会議は、調査委員として主査１名（原則として主指導教員。ただし、主指導教員が主査にならない場合、主査は研究科会議構成員とする。）及び副査２ないし３名を指名する。なお、主査、副査には指導教員以外の教員を１名以上入れること。
　　これに基づき、研究科会議が調査委員を決定する。京都大学以外の教員を調査委員等に入れる場合に、本研究科に在籍した教員以外からは履歴書、研究業績の提出を要す。
　①論文調査会は専門委員より専門的立場から論文に対する意見を求めることができる。
　②専門委員の指名ならびに決定は調査委員のそれに準ずる。
　③調査委員と専門委員とをあわせて調査委員等と称す。
　　　 （試問）
６　試問は、調査委員による論文調査会と、本研究科の全教員による論文公聴会からなる。論文調査会には、論文の調査等の一部を委嘱された専門委員も原則として同席するものとする。また、論文公聴会は、原則として日本語及び英語によるものとする。
　　　 （学位授与可否議決研究科会議）
７　学位授与可否の議決は、原則として論文受理後6ケ月以内に開催する研究科会議において行う。
　　　（保管）
８　学位論文は、研究科長室に1部、大学院アジア・アフリカ地域研究研究科図書室に1部、東南アジア地域研究研究所図書室に1部保管する。学位論文の電子データは、教務掛にて保管する。

【添付資料】
■添付資料１　 〈提出書類の細則〉
　　　 （論文字数）
１　論文字数については特に定めないが、指導教員が指導にあたるものとする。
　　　 （論文内容の要旨の字数）
２　論文内容の要旨は、2,000字（400字詰め５枚相当）程度（英語の場合は800語程度）とする。これ以外の言語による場合は、これに相当する字数とする。ただし、日本語以外による場合は、日本語による要旨を別に添付すること。
　　　 （論文の様式）
３　論文の様式は、以下のとおりとする。
　　・A 4判白紙（上質紙）に縦長で横書きすること。
　　・原則として、ワープロ印字またはその複写製本とし、両面印刷にすること。
　　・左右及び上のマージンは20㎜以上、下のマージンは30㎜以上とり、下部中央にページ数を印字すること。
　　・１行以上の行間スペースをとり、１行にあまり文字を詰めすぎないこと。
　　・表紙は（所定様式６）にならうこと。

■添付資料２　 〈学位論文審査要項〉
　学位論文審査は以下の手順で行うものとする。
　　　 （日本語・英語以外の言語使用の届け出及び手続き時期の告示）
１　学位の授与を申請しようとする者が、日本語・英語以外の言語を用いて論文を作成することを希望する場合は、指導教員の承諾を得たうえで、論文提出に先だって、教務掛を通じて研究科長に届け出る。
　　　 （日本語・英語以外の言語使用の可否の審議・通知）
２　上記の届け出があった場合、研究科会議はその可否を審議する。研究科長は、その結果を申請者に通知する。
　　　 （論文題目申請の提出）
３　学位の授与を申請しようとする者は、論文提出の1ケ月前までに論文題目を研究科長に提出する。なお、①題目申請後は原則として主題目の変更を認めないが、やむを得ない事情により主題目を変更する場合は、申請者による博士学位論文題目変更願および指導教員による博士学位論文題目変更理由書を学位論文審査願の提出時までに研究科長に提出する。②博士学位論文題目変更願および博士学位論文題目変更理由書は研究科会議で審議し、研究科長は、その結果を申請者に通知する。ただし、審議の結果、主題目の変更が却下された場合には、学位論文審査願は受理されない。
　　　 （申請手続き）
４　学位の授与を申請しようとする者は、指導教員の承諾を得て、所定の書類を研究科長に提出する。
　　 （調査委員等の選定）
５　研究科長の付託を受けて、専攻長会議は、調査委員及び必要に応じて専門委員（以下、「調査委員等」という。）を指名する。これに基づいて研究科会議が審査の開始及び調査委員等を決定する。
　　　 （調査委員等への調査及び試験の委嘱）
６　研究科長は、研究科会議の決定の後、調査委員等に調査及び試験を委嘱する。
　　　 （論文調査会及び論文公聴会並びにその実施時期の告示）
７　学位論文の提出から、学位授与可否の議決を行う研究科会議までのあいだに、論文調査会及び論文公聴会を行う。論文公聴会の日程は、研究科長が予め告示するものとする。あわせて、論文公示の手続きをとる。
　　　 （論文内容の要旨及び論文審査の結果の要旨の提出）
８　論文調査会及び論文公聴会終了後、調査委員（主査）は、調査済みの論文内容の要旨及び論文審査の結果の要旨（各1,500字程度）を、学位授与の可否を附議しようとする研究科会議の2週間前までに教務掛へ提出する。
　　　 （調査終了）
９　調査委員（原則として主査とする。副査が代理の場合は事前に研究科長に申し出ること。）は、学位授与の可否を附議しようとする研究科会議の原則1週間前までに行われる専攻長会議において、論文内容の要旨、論文審査の結果の要旨及び当該学位論文の公表方法を報告する。これによって、専攻長会議は、調査の終了を確認する。
　　　 （論文内容の要旨及び論文審査の結果の要旨の配布）
10　調査終了を受けて教務掛は、論文内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を学位授与の可否を附議しようとする研究科会議の1週間前までに研究科会議構成員に配布する。

　　　 （学位授与可否の議決）
11　研究科長は、専攻長会議での調査終了の議を受けて、学位授与の議決を研究科会議に附議する。調査委員（原則として主査とする。副査が代理の場合は事前に研究科長に申し出ること。）は調査結果の説明を行い、これに基づき、研究科会議は学位授与可否の議決を行う。

　　　（学位論文の公表方法の審査）
12　研究科長は、専攻長会議での調査終了の議を受けて、当該学位論文公表方法の審査を研究科会議に附議する。これ
に基づき、研究科会議は当該学位論文の公表方法について議決を行う。

　　　 （京都大学学位規程に基づく手続き）
13　研究科長は、総長への上申を行い、学位論文の保管の手続きをとる。
　　　 （学位授与）
14　学位授与は、奇数月（5月、7月、9月、11月、1月及び3月）の、各月の23日（23日が土曜日、日曜日、祝日、休日の場合は直後の平日）付けをもって行われる。授与式についての通知は、教育推進部教務企画課から本人あてに文書で行われる。

別表（各様式）（省略）
　　　附　則
　この申し合わせは、平成12年7月13日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成13年10月11日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成14年1月10日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成14年11月14日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成15年9月19日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成15年11月13日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成16年2月5日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成16年3月11日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成16年4月9日から施行し、平成16年4月1日から適用する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成17年4月14日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成18年11月16日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成19年3月8日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成19年12月13日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成21年12月10日から施行する。
　　　附　則
　この申し合わせは、平成22年3月11日から施行する。
附　則
　この申し合わせは、平成24年9月19日から施行する。
附　則
　この申し合わせは、平成25年9月13日から施行し、平成25年4月1日から適用する。
附　則
　この申し合わせは、平成27年4月1日から施行する。
附　則
　この申し合わせは、令和2年4月1日から施行する。

